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本報讀者  有優惠

不必一個人煩惱
有10 年豐富經驗
成功率高的大西
  全力支持您！

掌握不被拒签的诀窍，制作「理由书」有自信。

1億人超が危機？ 
極秘の「三峡ダム決壊地図」が

公開される
最近、X（旧ツイッター）のブ

ロガー「羅翔――破幕推牆」が自
身のプロフィールページに数枚の
3D地図を掲載し、これらは中国共
産党の水利部と国防部から流出した
「三峡ダムの瞬間決壊シミュレーシ
ョン図」であると主張した。この図
は、水没範囲、洪水の流速、被災
者数、交通遮断という4つの側面を
網羅しており、万が一ダムが決壊し
た場合、長江中・下流域がどのよう
な災害状況に陥るかを示していると
いう。

情報漏洩に
中国共産党幹部が激怒

7月21日、中国共産党中央規
律検査委員会のウェブサイトは、三
峡集団広西支社の呉啓仁総経理が
重大な規律違反および違法行為の
疑いがあり、現在調査を受けてい
ると報じた。内部関係者によると、

呉氏が調査のために連行されたの
は、私的な会食の席で広西の洪水
被害の惨状や三峡ダム建設の内部
事情を繰り返し漏らしていたためだと
いう。
この内部情報によると、広西チ

ワン族自治区横州での洪水被害につ
いて、当局は死者数を39人と発表し
ているが、実際の死者数はこれをは
るかに上回っているという。また、

三峡ダムの底部では現在、複数の箇
所で浸水が見られ、一部の区間では
漏水状況がすでに深刻化しており、

「ダムの決壊は時間の問題だ」とし
ている。さらに、指導部は家族を連
れて「他地域での研修・視察」を名
目に避難しており、現場の職員には
その場で死守するよう指示が出され
ているという。
ブロガーの「羅翔」氏はその

後、最新の情報が入ったとして、

「前回の情報漏洩事件で、中国共
産党の上層部が激怒し、水力発電
システムの粛清を開始した。会長や
各地のトップ幹部はすでに拘束され
ている」と述べた。これに対し、あ
るネットユーザーは「共産党が『情
報漏洩者』を慌てて処分しているこ
とは、三峡ダムに確かに隠れた問題
があることの裏付けであり、新型コ
ロナの内部告発者である李文亮氏に
続き、三峡ダムの内部告発者も現れ
た」とコメントした。

「三峡ダムの瞬間決壊
シミュレーション図」の

具体的な内容
「羅翔」がXに投稿した報告書

の詳細の一部によると、同報告書
は流体力学、地理情報システム、

および社会的脆弱性評価手法を融
合させたものであり、いわゆる「極
限ストレステスト報告書」の一種で
ある。

報告書ではまず、二次元浅水流
モデルを用いて「洪水流速シミュレ
ーション図」を作成した。ダム下流
の宜昌では、ダム決壊から6時間後
に「高さ100メートルの水の壁」が
時速70キロメートルの速さで押し寄
せ、その激しい流速はブルドーザー
のように長江沿いの建物を平らにし
てしまうほどである。その後、洪水
のピークは24時間以内に武漢を直撃
し、最終的に7日目に長江の河口に
到達する。

これを踏まえ、報告書にはさら

に「1週間後の被災地の浸水範囲地
図」も掲載されていた。それによる
と宜昌は短期間のうちに数メートル
の深さの洪水に飲み込まれる見込み
である。人口1000万人を擁する武漢
の「両江四岸」は深刻な浸水に見
舞われる。洪水ピークが上海および
長江デルタに到達した際、満潮と重
なり、黄浦江や蘇州河などの支流で
水位が堤防を越えて決壊し、上海は
広範囲にわたる都市機能の麻痺に直
面することになる。

「被災人口のヒートマップ」で
は、水深に基づき被災地域を「深
刻」「中程度」「軽度」の3段階に
分類している。報告書によると、長
江沿線では数十の大中規模都市、

計1億人以上が被災すると推定され
ており、水深が深い地域では1階部
分の住宅が完全に水没する可能性が
あり、地下鉄や地下ショッピングモ
ールなどの施設も瞬く間に浸水する
見込みである。

一方、「交通遮断マップ」

は、72時間以内に交通システムが完
全に麻痺するシナリオを想定してい
る。長江中・下流の平野部は南北
物流にとって不可欠なルートであり、
この交通網が一旦寸断されれば、多
数の高速道路、国道・省道、および
主要鉄道幹線が遮断され、救援隊で
さえ陸路で被災地へ進入することが

困難になる。ダムの決壊後1週間以
内に、中国経済は機能停止に陥る恐
れがある。

なぜ今、三峡の
水運新ルートを
建設するのか

6月8日、湖北省宜昌市で三峡
水運新水路の工事が正式に着工し
た。総投資額は772億元を超え、

1万5000人の住民移転を伴う。新航
路は三峡の左岸に選定され、山体を
直接切り開いて6.68キロメートルの
全く新しい航路が造成される。工事
による総土石量は約1億6000万立方
メートルに上り、これは三峡プロジェ
クト自体の掘削量を上回る規模であ
る。国営メディアはこれを、長江に
再構築される「超大動脈」と表現し
ている。

注目すべきは、このタイミング
が前述のダム決壊の噂とほぼ同時に
現れたことだ。メディア関係者の石
涛氏はこれについて、「これは中国
共産党内部が三峡ダムに決壊のリス
クがあることをすでに認識しており、

新たな水路の建設によって水流を分
散させ、圧力を軽減することで、そ
の場しのぎの対策をとろうとしている
ことを意味するのではないか」と論
評した。現時点では、この推測を裏
付ける公式な発表はない。

「手抜き工事」が
欠陥を抱えたまま
「延命」するダム
インターネット上で広まっている

三峡ダムの決壊懸念は、決して根拠
のないものではない。2002年から
2003年にかけて、ダムの第1期・第
2期工事が完成し、試験貯水を控え
ていた時期に、当時三峡プロジェク
ト専門家グループのリーダーを務め
ていた潘家錚氏は、ダム表面に80本
以上の温度ひび割れが生じているこ
とを公に認めていた。当局は「構造
を貫通する亀裂ではない」とし、貯
水前に化学グラウトによる補修を済
ませたと説明しているが、水利の専
門家は、コンクリートダムの微細な
亀裂が長年にわたる高圧水流の浸食
を受けると、水圧破砕が発生して徐
々に拡大し、最終的にはダム決壊の
リスクが高まる可能性があると指摘
している。

さらに、三峡ダム建設期間中に
は汚職スキャンダルが度々発覚し、

鉄筋の規格偽装やセメントの品質不
良から、水門の鋼材の溶接欠陥に至
るまで、さまざまな問題が指摘され
た。故・水利専門家の張光斗氏も生
前、三峡ダムの工事品質に潜在的な
リスクがあることを痛切に訴える書簡
を中央政府に何度も提出していた。

7月2日、中国国務院は、2030年ま
でに社会消費財小売総額を60兆元（約
8兆4,000億ドル）へ引き上げることを目
標とする「消費拡大のための第15次五
カ年計画」を発表した。この計画は、成
長の鈍化、企業の国外流出、不振が続
く不動産市場の影響を相殺しようとす
る政策当局が、国内需要の押し上げを
図るためのものだ。しかし、複数の中国
人エコノミストは、中国の消費支出の
低迷は、景気刺激策だけでは解決でき
ない、より根深い構造的問題を反映し
ていると指摘している。中国のビジネス
環境に幻滅し、同国を離れてカナダへ
移住した元起業家の宋彦軍氏も、同様
の見方を示している。
中国国民経済研究所の副所長を

務めるエコノミスト、王小魯氏は、中国
では家計消費が長年にわたり国内総生
産（GDP）の約37～38％にとどまってお
り、先進国で一般的な60％超を大幅に
下回っていると指摘する。王氏は、この
差の原因として、所得分配の問題と社会
福祉制度の不備を挙げている。中国に
は約4億6,000万人の都市部労働者がい
るが、その半数近くは居住地の戸籍、す
なわち「戸口（フーコウ）」を持っておら
ず、公共サービスの利用が制限されて
いる。失業時の保障が手薄く、社会的
セーフティーネットが整備されていない
状況では、家計は支出よりも貯蓄を選
ぶ傾向にある。王氏はまた、地方政府
が医療、教育、福祉への支出よりも、目
に見えるインフラ事業を優先している
ことを批判し、公共サービスを充実させ
れば、将来への不安に備えるための予
備的貯蓄を減らせると主張している。
エコノミストの傅鵬氏も、異なる角

度から同様の結論に達している。傅氏
は、消費を左右するのは家計の所得、
資産、そして将来への期待であり、政
府による消費の呼びかけではないと論
じる。傅氏は、不動産市場の減速によ
って「資産効果」が弱まったと指摘して
いる。かつては住宅価格の上昇が家計
の自信を高めていたが、その住宅価値
が下落するにつれ、中間層の家庭は裁
量的支出を抑えるようになっている。傅
氏はさらに、中国の人口高齢化と労働
力人口の縮小に加え、企業によるコスト
削減や賃金上昇の鈍化も、消費者をよ
り慎重にさせる要因だとしている。
カナダ在住の宋彦軍氏は、中国東

部で事業を経営していた際、こうした傾
向を直接目にしたと語る。宋氏が運営
していた教育関連ブランドの一つは、か
つて上海の十数カ所を含め、400カ所
以上で事業を展開していたが、現在残
っているのはわずか2カ所だという。保
護者が高価格帯の教育サービスへの支
払いをためらうようになったことで需要
が落ち込んだほか、かつて数万元かか
っていた企業関係者の会食費も、現在
ではその何分の一かにまで減っている
と宋氏は述べている。
宋氏はまた、規制面および法的な

圧力が次第に強まったとも主張してい
る。地元当局が複数機関から成る特別
調査チームを編成して自身の会社を調
査し、特定の事業資産を手放さなけれ
ば刑事責任を追及すると脅したとしてい
る。宋氏によれば、この経験が最終的に
中国を離れる決断につながったという。
王氏、傅氏、宋氏は、それぞれ異

なる観点からこの問題を捉えている。
王氏は所得や福祉をめぐる構造的な
格差、傅氏は資産価値の低下と人口動
態、宋氏は一人の起業家としての実体
験に焦点を当てているが、3人の結論は
同じ方向に収れんしている。王氏と傅
氏の見解はマクロ 経済データに基づく
一方、宋氏の証言は個人的かつ事例的
なものだ。
これらを総合すると、北京が60兆

元という目標の達成を目指すなか、そ
の成否は、新たな消費機会を生み出す
ことよりも、家計所得を立て直し、社会
保障を強化し、消費者の信頼を回復で
きるかどうかに、より大きく左右される
可能性がある。

（翻訳・竹内優子）

三峡ダム（Getty Images）

2011年、中国国務院は『三峡
後続事業計画』を可決した。報告書
では、三峡プロジェクトが移住者の
再定住、環境保護、地質災害の防
止などの面で「早急に解決すべき問
題」を抱えていることを、比較的異
例な形で認め、長江中・下流の航
運や水供給に、取り返しのつかない
悪影響を及ぼしたと指摘した。三峡
プロジェクトの本体は2009年に全面
的に完成していたものの、全体的な
竣工検査は11年間延期され、2020
年11月1日になってようやく、国家
発展改革委員会と水利部が共同で
簡潔な公告を発表し、竣工検査の
全手続きが完了したことを明らかに
した。

清華大学水利学部の
黄万里教授の予言が

的中した
30年も前に、清華大学水利学部

の黄万里教授は、三峡ダム建設は不
適切であると痛切に訴え、この事業
が中華民族に長期的なリスクをもた
らすと断言する上奏書を3度にわたり
中央政府に提出していた。今日に至
り、長江下流の本流における堤防の
崩壊、航行の阻害、多数の移住者の
生計の困窮といった状況は、彼の予
言と多くの点で一致している。
黄万里氏は当時、ダムによる

貯水後、上流から流れてくる土砂が
重慶区間に堆積し、重慶港の航運
を脅かすと指摘していた。現在、重
慶港周辺の土砂堆積は長年にわた
り人手による浚渫に頼っており、こ
れに伴う上流での逆流問題はこれ
まで何度も重慶での洪水を引き起
こしてきた。さらに、水質の変化、

貯水池地域の異常気象、微小地震
の頻発、地滑りなどの現象も繰り
返し指摘されている。三峡ダムが
秋に貯水・発電を行うため、下流の
鄱陽湖や洞庭湖は豊水期にもかか
わらず干上がって底が見えるほど
になり、生態系に負担がかかって
いる。これに対し、当局は2021年
に「長江10年禁漁」政策を打ち出
した。
ネット上で出回っている「ダム決

壊のシミュレーション図」が事実であ
るならば、それは体制内の人物が一
般市民に向けて発した警告である。
黄万里教授が生前に残した最後の予
言は、ダムはいずれ処分を迫られると
いうものだった。この潜在的なリスク
が最終的にどのような結末を迎える
のかは、現時点では依然として未知
数である。

（翻訳・文遠）

中国の消費拡大策は
「見当違い」
専門家が警告


